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平成 24 年 6月 7 日 
各      位 

会 社 名  株式会社セゾン情報システムズ 
代表者名  代表取締役社長     宮野 隆 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード：9640） 
問合せ先  取締役 経営企画室 室長 赤木 修 
電話番号         03－3988－3477 

 

 

大規模買付者からの答申書の訂正要請に対する特別委員会の回答 

及び大規模買付者に対する情報の返還について 

 

 

当社の平成24年5月24日付プレスリリースにおいてお知らせいたしましたとおり、Effissimo 

Capital Management Pte Ltd（以下「エフィッシモ社」といいます。）は、当社宛の平成24年5

月22日付「特別委員会による答申について」と題する書簡において、当社の同月15日付プレスリ

リースにおいて公表した特別委員会の答申書の訂正を要請しております。 

当該要請に関しては、当社の平成24年5月24日付プレスリリースにおいて、特別委員会としては

訂正の必要はないと判断をした旨の公表を行っておりますが、エフィッシモ社において、特別委

員会が訂正不要と判断した理由を開示するよう要請がありましたので、下記のとおりお知らせい

たします。 

 

また、エフィッシモ社は、当社の平成24年5月24日付プレスリリースにおいて公表した、エフィ

ッシモ社の提出に係る平成23年12月1日付「必要情報提出のこと」及び平成24年2月20日付「追加

必要情報提出のこと」に関し、当社宛の平成24年5月25日付の書簡において、これらの提出情報の

うち「秘密保持契約書締結後に貴社及び第三者委員会限りで開示させていただきます」と記載さ

れた情報について、エフィッシモ社が当社に対して提供した事実を開示するよう要請しておりま

すが、当社は、既に当該情報をエフィッシモ社に対して返還しておりますので、その事実経緯に

ついて、併せて下記のとおりお知らせいたします。 
 

記 
 
一．特別委員会の回答について 
 
（エフィッシモ社の要請） 
１．貴社の経営や事業に対する影響について 

答申書第三の二1②において、「大量の貴社株式について株式買取請求権の行使や反対の議決権

行使等をする可能性がある」との記載があります。また、答申書第三の二1③において、「エフィ

ッシモ社の株主権が貴社の企業価値の向上に資するように行使されないリスクは否定できない」

との記載があります。私どもは、長期的な株主価値の向上を目指して定められた議決権行使基準

に従って適切な議決権行使を行うことを再三にわたり説明させていただき、議決権行使の方針に

ついて定めた書面についても開示させていただいておりました。また、私どもと特別委員会の4 月

5 日付面談（以下、「4月5日付面談」）においては、大規模買付行為により取得する株式について
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は私どもが自己の判断では議決権を行使できないような仕組みについて提案があれば検討する旨

説明させていただいておりました。それにもかかわらず、このような私どもの説明に一切触れる

ことなく、一方的に「エフィッシモ社の株主権が貴社の企業価値の向上に資するように行使され

ないリスクは否定できない」という判断を記載することは、一般株主を誤導する可能性があり情

報開示として不適切であると考えられます。私どもは、答申書を訂正いただき、議決権行使に関

する私どもの説明について適切に記載していただくとともに、私どもの説明内容を踏まえた上で

の判断の理由及び根拠を記載していただきたいと考えております。 

 

（特別委員会の回答） 

特別委員会は、公表資料、裁判例等に基づき、エフィッシモ社において、企業価値を増加させ

る可能性のある組織再編に対しても株式買取請求権を行使するなどして、最終的に、投資先やそ

の会社関係者に対して多数の持株を売却するという形で投資を回収していると疑われる事例が過

去にあったと考えております。特別委員会としては、そのような事例を含む諸般の事情を総合的

に勘案した上、株式会社セゾン情報システムズ（以下「セゾン情報システムズ」といいます。）が

企業価値を増加させる組織再編等を行う場合にも、同様にエフィッシモ社から大量の株式の株式

買取請求権が行使される等の方法により、エフィッシモ社の株主権がセゾン情報システムズの企

業価値の向上に資するように行使されないリスクは否定できないと判断しております。 
また、エフィッシモ社が説明したと主張する「私どもが自己の判断では議決権を行使できない

ような仕組みについて提案があれば検討する旨」とは、4月5日付面談において、エフィッシモ社

より「追加取得に係る5％の株式について特別委員会に議決権信託を行うことも仕組みとして言っ

ていただければ検討する」旨の発言があったことを指しているものと思われます。しかしながら、

特別委員会は、そもそも議決権の行使を行うことを想定した組織ではなく、エフィッシモ社の提

案はおよそ現実的なものではないと判断したこと等から、当該発言については答申書に記載して

おりません。 
従って、上記について、答申書を訂正する必要は認められません。 

 

（エフィッシモ社の要請） 

２．クレディセゾン社と少数株主との間の潜在的な利益相反の解消の可能性について 

答申書第三の二1③において、「エフィッシモ社の過去の投資行動、エフィッシモ社の投資回収

の最大化を使命とするファンドとしての性格等を踏まえれば、エフィッシモ社の株主権が貴社の

企業価値の向上に資するように行使されないリスクは否定できない」との記載があります。この

記載からは、特別委員会が、私どもの過去の投資行動において投資先の企業価値を毀損する株主

権の行使があったと判断しているように見受けられます。特別委員会が私どもの過去の投資行動

において投資先の企業価値を毀損する株主権の行使があったと判断しているのであれば、該当す

る事例の概要とそのような判断に至った理由をご説明いただきたいと考えておりますが、そうで

はなく、特別委員会が私どもの過去の投資行動において投資先の企業価値を毀損する株主権の行

使があったと判断しているわけではないのであれば、このように明らかに誤解を生じさせる表現

を用いて記載することは、一般株主を誤導する可能性があり情報開示として不適切であると考え

られます。私どもは、答申書を訂正いただき、特別委員会が私どもの過去の投資行動において投

資先の企業価値を毀損する株主権の行使があったと判断しているのか否か、判断している場合に

はその理由を適切に記載していただきたいと考えております。 

 

（特別委員会の回答） 

特別委員会においては、エフィッシモ社の過去の投資行動において投資先の企業価値を毀損す
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る株主権の行使があったか否か自体を判断したわけではなく、エフィッシモ社における過去の投

資行動（企業価値を増加させる組織再編について株式買取請求権を行使した事例等を含みます。）

や、ファンドとしての性格等を総合的に勘案し、エフィッシモ社が、セゾン情報システムズにお

いて、その株主権を、同社の企業価値向上に資するように行使しない可能性が否定できないと考

えております。 
従って、上記について、答申書を訂正する必要は認められません。 

 

（エフィッシモ社の要請） 

３．従業員に対する影響について 

答申書第三の二1④において、「貴社の従業員の多くは、本大規模買付行為に対して不安を感じ

ており、その中には、従業員の処遇や貴社の経営等への悪影響を危惧している従業員もいるとの

ことであり、このような不安が、優秀な人材の流出や将来における貴社の優良な人材採用に支障

を生じさせる可能性等も否定できない」との記載があります。私どもは、従業員は中長期的な企

業価値の向上に関して主体的な役割を担うものと考えており、企業価値向上のために貴社従業員

の利益を尊重したい旨を再三にわたり説明させていただいておりました。また、4 月5 日付面談

においては、従業員が不安に感じており、人材流出や採用に支障が生じる可能性があるといった

場合には、そのような状況に十分配慮することが可能であること、従業員に対する説明の機会を

いただきたいことについても伝えておりました。それにもかかわらず、このような私どもの説明

に一切触れることなく、一方的に「このような不安が、優秀な人材の流出や将来における貴社の

優良な人材採用に支障を生じさせる可能性等も否定できない」との判断を記載することは、一般

株主を誤導する可能性があり情報開示として不適切であると考えられます。私どもは、答申書を

訂正いただき、従業員に関する私どもの説明について適切に記載していただきたいと考えており

ます。さらに、従業員に対して、私どもの説明内容（平成23 年12 月1 日に提出した「必要情報

提出のこと」及び平成24 年2 月20 日に提出した「追加必要情報提出のこと」の記載内容を含み

ます。）が適切に伝達されていたか否かを明らかにしていただきたいと考えております。 

 

（特別委員会の回答） 

セゾン情報システムズの採用担当者によれば、同社の正社員の採用に応募して面接を受けに来

た者から、エフィッシモ社に関する質問や懸念が示されるなどしているとのことであり、セゾン

情報システムズにおける人材採用に支障が生じる可能性は現に存しております。なお、このよう

な採用前の段階で、かかる応募者に対し、エフィッシモ社による説明の機会を付与することなど

およそ現実的ではありません。 

また、セゾン情報システムズの従業員に対しては、エフィッシモ社の大規模買付行為について、

保有目的は純投資でありセゾン情報システムズの経営に対して重大な影響力を行使することを前

提にしていないこと、現時点において保有目的の変更や株式の処分の予定はないこと等のエフィ

シモ社の主張について適切に伝達を行い、セゾン情報システムズの従業員において状況を理解し

た上でヒアリング調査に応じており、ヒアリング調査は適正なプロセスを経て実施されておりま

す。 

従って、上記について、答申書を訂正する必要は認められません。 

 

（エフィッシモ社の要請） 

４．貴社株式の流動性やマーケット・インパクト等に対する影響について 

答申書第三の二1⑤において、「エフィッシモ社によるマーケット・インパクトの分析は、 

任意に選択した特定の時点についてのみ行われたものである。」との記載があります。そもそも、
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私どもの大規模買付行為が貴社株式の流動性を低下させるのかという点、並びに、その結果とし

て貴社の企業価値及び株主利益を低下させるおそれがあるのかという点については、私どもと特

別委員会の見解には大きな相違があると思われますが、その議論は措くとしても、上記の記載に

関して、マーケット・インパクトの分析にあたり私どもが選択した時点は、貴社経営陣が追加必

要情報リスト第4(1)において指定した時点に従ったものであり、分析対象時期の選択において私

どもの任意性は介在しておりません。そもそも時点について任意に選択したのは経営陣及びその

後経営陣とは異なる時点を自ら選択して分析を行った特別委員会であるにもかかわらず、私ども

が時点について任意に選択したという誤った記載を行い、あたかも、私どもが自らの都合に合う

よう恣意的に分析を行ったとの誤解を生じる表現を用いることは、一般株主を誤導する可能性が

あり情報開示として不適切であると考えられます。私どもは、答申書を訂正いただき、私どもが

分析に当たり時点を選択した経緯を明記していただきたいと考えております。 

 

（特別委員会の回答） 

セゾン情報システムズの平成23年12月15日付追加必要情報リストにおいては、エフィッシモグ

ループによるセゾン情報システムズ株式の取得開始直前1ヶ月の同社株式の取引高に比べて、直近

過去1ヶ月の同社株式の取引高が著しく低下している旨言及しております。なお、エフィッシモグ

ループによるセゾン情報システムズ株式の取得開始直前1ヶ月（エフィッシモ社の主張によれば平

成20年7月16日から8月15日）の取引高は平均5,600株、追加必要情報リストの提出日直近過去1ヶ

月（平成23年11月16日から12月15日）の取引高は平均約2,519株であり、約55％低下しております。 

これに対し、エフィッシモ社においては、取引高についての分析を行わず、①エフィッシモ社

による株式取得開始前1ヶ月（平成20年7月16日から8月15日）、②エフィッシモ社による「追加必

要情報提出のこと」提出月の直近1ヶ月（平成24年1月4日から31日）、③株式取得終了直後1ヶ月

（平成23年6月10日から7月8日）、④セゾン情報システムズの大規模買付ルール導入直前1ヶ月（平

成22年11月29日から12月27日）の各期間を選択した上で、同社株式の売買代金及びILLIQを分析し

ておいます。 

そこで、特別委員会は、エフィッシモ社との面談において、ILLIQを用いてマーケット・インパ

クトを分析する場合は、特定の時点ではなく、長期間における傾向値を分析することが適切であ

るとの特別委員会の考え方を示した上で、そのような分析によればマーケット・インパクトは上

昇しているとの分析結果等を説明し、特別委員会における分析結果についてもエフィッシモ社に

開示した上で、反論の機会を提供いたしました。しかしながら、かかる点については、エフィッ

シモ社からは、異なる見方があるに過ぎないとの回答がなされたのみであり、それ以上の反論は

されておりません。 

答申書の該当部分は、以上の経緯を踏まえて記載されたものであり、訂正する必要は認められ

ません。 

 

（エフィッシモ社の要請） 

５．投資回収行為による影響をも考慮する必要性について 

答申書第三の二2①において、「株式買取請求権の行使や公開買付けへの応募等を通じて投資回

収をすることを目的としている可能性が相当程度存する」との記載があります。しかしながら、

この記載と、同１②の「本件大規模買付ルールによりエフィッシモ社の議決権割合が33％に近づ

けば、エフィッシモ社が貴社の株主総会の特別決議事項について事実上拒否権を有するに至る可

能性が高い」との記載は、矛盾するものです。なぜなら、「特別決議事項について事実上拒否権を

有する」のであれば、私どもが組織再編等に関する特別決議を要する議案に反対した場合にはか

かる議案は否決されることとなり、「株式買取請求権の行使」を行う場面はないからです。また、
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4 月5 日付面談において、私どもは株式買取請求権の行使を想定して大規模買付行為を行うこと

はない旨を明言しております。さらに、株式買取請求権は、会社法上株式買取請求権が発生する

行為を会社が行う場合において認められる権利でありますし、公開買付けは私ども以外の第三者

が企図して行うことであります。そもそも、株式買取請求権の行使や公開買付けへの応募等は、

私どもが主導して任意の時期に任意の内容で行えるようなものでもなく、そのような不確定要素

を期待した投資行動はおよそ合理的なものではありませんので、私どもがこれらの方法による権

利の行使を目的として大規模買付行為を行うはずがないことは明らかです。それにもかかわらず、

株式買取請求権の行使や公開買付けへの応募等を目的としている可能性が相当程度存するとする

答申書の記載は、一般株主を誤導する可能性があり情報開示として不適切であると考えられます。

私どもは、答申書を訂正いただき、株式買取請求権の行使や公開買付けへの応募を目的としてい

る可能性があるとの記載を削除していただきたいと考えております。 

 

（特別委員会の回答） 

エフィッシモ社が過去に大量保有報告書を提出している投資案件において、株式買取請求や公

開買付けへの応募等により大量の株式を売却できる機会が生じた場合には、これに応じて投資回

収を行っていることや、投資回収の最大化を使命とするファンドとしての性格等に鑑みれば、大

規模買付行為の後に行われうるエフィッシモ社の投資回収行為においても、同様に株式買取請求

権の行使又は公開買付けへの応募等によることを企図している可能性が存すると考えられます。 
また、株式買取請求権は、エフィッシモ社の有する株式の一部についても行使することができ

るため、エフィッシモ社において、組織再編等の否決に至らない範囲で株式買取請求権を行使す

ることは可能です。その一方で、エフィッシモ社のセゾン情報システムズに対する議決権割合が

33%に近づくことになれば、エフィッシモ社において、その有する株式の全てについて反対の議決

権行使をすることにより、事実上の拒否権を行使することができる可能性が高く、その場合には、

セゾン情報システムズにおける、効率的ないし機動的な経営および組織再編の実施が妨げられる

可能性もあると考えられます。従いまして、答申書の記載内容に何らの矛盾は認められません。 

なお、答申書においては、エフィッシモ社が、半永久的な長期投資を投資方針としており、投

資先の株式の処分による投資回収は基本的に想定していないとの主張や、（自ら）セゾン情報シス

テムズやその会社関係者に株式の買取りを要求する可能性はないとの主張を行っていることにつ

いても記載した上で、株式買取請求権の行使や公開買付けへの応募等を通じて投資回収をするこ

とを目的としている可能性が相当程度存するとの判断及びその判断に至った理由を記載しており

ます。 

従って、上記について、答申書を訂正する必要は認められません。 
 

（エフィッシモ社の要請） 

６．エフィッシモ社の投資回収行為について 

（１）答申書第三の二2②において、「例えば、33%もの株式を約3 年8 か月かけて市場内で売却

することも実現可能であるといった回答はなされたものの（勿論、エフィッシモ社が大量保有報

告書を提出している投資案件（合計12 件）において、そのような方法で投資回収を行った事例は

見受けられない。）、いずれも、一定の投資リターンを実現することが期待される投資ファンドの

投資回収方法として合理性が認められるものではなく、当委員会として、合理的に納得できる回

答は得られなかった」との記載があります。私どもは、仮に、株式の処分を行う場合でも、様々

な処分方法が存在しており、市場外で処分すること、私どもが新規に設定する他のファンドに売

却すること、私ども自身に売却することなど、様々な可能性について再三にわたり説明させてい

ただいておりました。また、4 月5 日付面談においても、市場外で売却する可能性及びブロック
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取引により売却する可能性について説明させていただいております。それにもかかわらず、この

ような私どもの説明に一切触れることなく、あたかも私どもが市場内での売却についてしか説明

しなかったかのような誤解を生じさせる表現で記載することは、一般株主を誤導する可能性があ

り情報開示として不適切であると考えられます。私どもは、答申書を訂正いただき、仮に株式の

処分を行う場合の処分方法に関する私どもの説明について適切に記載していただきたいと考えて

おります。 

 

（特別委員会の回答） 

エフィッシモ社は、株式の処分方法について、①短期間で市場内で処分、②短期間で市場外で

処分、③長期間で市場内で処分、④長期間で市場外で処分することが考えられるとするなど、論

理的に考えうる処分方法を一般的・抽象的に説明するほか、エフィッシモ社の他のファンドに売

却することが考えられると説明するなど、エフィッシモ社としての投資回収方法とは直接関係し

ない回答を行うのみであり、特別委員会として、合理的に納得しうる具体的な処分方法について

の回答は得られておりません。 

また、上記のとおりエフィッシモ社から回答があった処分方法はいずれも一般的・抽象的な方

法であったものの、その中で、比較的具体的な説明がなされた33％の株式を約3年8ヶ月かけて市

場内で売却する方法について、例示として記載したものであり、答申書においても、かかる回答

が例示である旨は明記されております。 

従って、上記について、答申書を訂正する必要は認められません。 

なお、エフィッシモ社の回答内容については、セゾン情報システムズの平成24年5月24日付プレ

スリリースにおいて既に公表されております。 

 

（エフィッシモ社の要請） 

（２）答申書第三の二2②において、「何故に、上記投資案件（注：学研、新立川航空機、 

ダイワボウ情報システム、立飛企業及びテクモの合計5 社に対する投資案件）全てにおいて、

結果として、投資先やその会社関係者がエフィッシモ社から株式の買取りをしたのかについて、

エフィッシモ社に質問を行ったものの、これに対して合理的に納得できる回答は得られなかった」

との記載があります。私どもは、これら5 社に対する投資に関して、必要情報リスト第2(1)、同

(2)、同(3)、同(4)、追加必要情報リスト第3(1)において投資回収に至る経緯も含めて十分に説明

させていただいており、説明に要した文字数は約2 万文字にも及んでおります。それにもかかわ

らず、このような私どもの説明に一切触れることなく、一方的に「合理的に納得できる回答は得

られなかった」と記載することは、一般株主を誤導する可能性があり情報開示として不適切であ

ると考えられます。私どもは、答申書を訂正いただき、5 社に対する投資に関する私どもの説明

について適切に記載していただきたくとともに、私どもの説明内容を踏まえた上での判断の理由

及び根拠を記載していただきたいと考えております。 

 

（特別委員会の回答） 

エフィッシモ社の投資先やその会社関係者がエフィッシモ社から株式を買い取るに至った経緯

に関しては、エフィッシモ社がセゾン情報システムズに対し提出した情報により、エフィッシモ

社の認識が説明され、特別委員会はその全てを検討したものの、大量保有報告書から確認できる

エフィッシモ社による投資回収事例において、投資先やその会社関係者による株式の買取りが行

われているという、通常であれば考えにくい事態が生じているのは何故か、という特別委員会の

疑問を解消できませんでした。そのため、特別委員会は、4月5日付面談の場においても、エフィ

ッシモ社に対して繰り返し上記の疑問につき質問いたしましたが、合理的に納得できる回答がな
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されなかったことから、その旨を答申書において記載しており、上記について、訂正する必要は

認められません。 

なお、エフィッシモ社の回答内容については、セゾン情報システムズの平成24年5月24日付プレ

スリリースにおいて既に公表されております。 

 

（エフィッシモ社の要請） 

７．エフィッシモ社による貴社やその会社関係者に対する株式売却の可能性について 

（１）答申書第三の二2④において、「エフィッシモ社自身、貴社やその会社関係者から求められ

れば、その買取りに応じる可能性を肯定していること（4 月5 日付面談）」との記載があります。

4 月5 日付面談においては、私どもが、貴社やその会社関係者による買取りを期待することも、

要求することも、想定することもないことについて説明させていただいた後、特別委員会から、

仮に買取りの提案があった場合には買取りの求めに応じることはあるのかと尋ねられたため、私

どもは、それに対して、提案の内容を企業価値ないし株主共同の利益の観点から判断すると申し

上げました。それにもかかわらず、このような面談におけるやり取りや私どもの説明に一切触れ

ることもなく、あたかも私どもが積極的に買取りの求めに応じようと考えているかのような誤解

を生じさせる答申書の記載は、明らかな誤りであるとすら考えられます。それどころか、特別委

員会が、4 月5 日付面談において、私どもによる説明が終わった後にわざわざ上記の質問をした

こと自体が、「買取りに応じる可能性を肯定している」という記載を答申書に加える目的による誘

導質問であるとの疑いすら否定できません。それにもかかわらず、そのような面談におけるやり

取りを一切答申に記載せずに、「買取りに応じる可能性を肯定している」という部分のみ切り取っ

て記載することは、一般株主を誤導する可能性があり情報開示として不適切であると考えられま

す。 

私どもは、答申書を訂正いただき、買取りに応じる可能性を肯定しているとの記載を削除してい

ただきたいと考えております。 

 

（特別委員会の回答） 

エフィッシモ社がセゾン情報システムズやその会社関係者から求められればその買取りに応じ

る可能性の有無は、特別委員会における検討にあたり重要な事項であり、また、一般投資家の判

断のために重要な情報であると考えられます。そのため、特別委員会は、エフィッシモ社との面

談においてこれを確認するための質問を行い、答申書では、エフィッシモ社がセゾン情報システ

ムズやその会社関係者に株式の買取りを要求する可能性はないと主張していることを明確に記載

した上で、エフィッシモ社の回答内容を記載しております。 
従って、上記について、答申書を訂正する必要は認められません。 

 

（エフィッシモ社の要請） 

（２）答申書第三の二 2④において、「貴社やその会社関係者において貴社株式の買取りを行わざ

るを得ない状況を創出し、貴社やその会社関係者からの買取りの要請に応じる形で投資回収を図

る可能性（そしてエフィッシモ社がかかる投資回収を主な目的の一つとして本大規模買付行為の

提案を行っている可能性）は存するといわざるをえない」との記載があります。特別委員会が述

べる「株式の買取りを行わざるを得ない状況」とは具体的にいかなる状況を指すのかが不明であ

りますし、その状況の具体的な説明もなく「買取りを行わざるを得ない状況を創出」すると記載

することは、一般株主等に対して内容の不明な不安感を与えるものと言わざるを得ません。かか

る答申の記載は、具体的な内容が伴わないにもかかわらず、あたかも私どもが「買取りを行わざ

るを得ない状況を創出」する可能性が現実的に存在するかのように誤解を生じさせ、一般株主を
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誤導する可能性があり、かつ、漠然とした記載により不必要に一般株主等の不安感を煽るもので

あり、情報開示として不適切であると考えられます。私どもは、答申書を訂正いただき、「買取り

を行わざるを得ない状況を創出」することの内容として特別委員会が具体的に想定していること

をご説明いただきたいと考えております。仮に、具体的に想定していることがないのであれば、

その旨を記載していただきたいと考えております。 

 

（特別委員会の回答） 

「株式の買取りを行わざるを得ない状況」としては、例えば、エフィッシモ社において、セゾ

ン情報システムズが企業価値向上に資すると判断して実施を希望する組織再編等に対し、反対し

ないしはそのおそれがあるため、その効率的ないし機動的な実施ができない状況となった場合や、

エフィッシモ社が市場にセゾン情報システムズ株式を大量に放出することによって、同社株価の

大幅な下落が生じた場合等に、これらの状況を解消するために、同社やその会社関係者において

同社株式の買取りを行わざるを得なくなることなどが考えられます。 
 

二．エフィッシモ社に対する情報の返還について 

 

当社は、エフィッシモ社が追加的な情報提供のために締結を要求していた秘密保持契約の内容

について、特別委員会の意向を踏まえつつ、エフィッシモ社との間で交渉を行いました。 

しかしながら、当社は、エフィッシモ社から提供を受ける情報の株主または投資家の皆様に対

する開示に関する条項等について、エフィッシモ社の要求を受け入れることが困難であること等

から、秘密保持契約を締結することは難しいと考えるに至ったこと、特別委員会からも、既にエ

フィッシモ社から提供を受けた情報や公開情報および4月5日付面談等をもとに、答申内容につい

ての実質的な分析・検討作業を終えた旨のご連絡をいただいたこと等について、平成24年5月10

日、エフィッシモ社に対して通知いたしました。また、同月11日に実施されたエフィッシモ社と

の間のIRミーティングにおいても、同月15日に特別委員会の答申がなされる予定であり、特別委

員会より秘密保持契約を締結して追加的な情報提供を受けることについての依頼はなされていな

いこと等を、エフィッシモ社に対して連絡いたしました。 

このような中、エフィッシモ社より、何らの前触れや事前告知なく、特別委員会による答申を

予定していた同月15日の前日の当社の営業時間経過後である21時26分ころ、当社の一担当者に対

し、電子メールにより、秘密情報が別紙として添付された秘密保持契約書の電子ファイルが一方

的に送付されてまいりました。当社は、そもそも、このような態様による情報の送付については、

情報の合理的な提供がなされたとは到底評価できるものではないと考えております。 

もっとも、万が一、秘密保持契約書に別紙として添付された情報に、特別委員会の答申に影響

を与えるような重要な情報が含まれている場合には、特別委員会において答申内容の再検討等が

必要であるとの判断がなされる可能性も否定できなかったため、念のため、深夜に、特別委員会

の委員に対して当該情報をご案内いたしました。これを受け、特別委員会の各委員において、当

該情報にその段階で既に確定していた答申内容を変更する必要を生じさせるほど重要な事項は含

まれていないとのご判断をいただいております。 

当社は、エフィッシモ社から送付を受けた秘密情報が別紙として添付された秘密保持契約書を、

既にエフィッシモ社に対して返還し、電子ファイルについては破棄しております。 

 

以 上 


